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厚
生
労
働
省
は
三
月
三
十
日
に
「
二
〇
二
〇
（
令
和
二
）
年
国
民
生
活
基
礎
調
査
の
中
止
に
つ
い
て
」
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

公
表
し
た
。 

 

中
止
の
理
由
と
し
て
、
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
は
保
健
所
職
員
が
統
計
調
査
員
の
指
揮
監
督
や
対
象
世
帯
か
ら
の
問
い
合
わ

せ
対
応
等
を
実
施
」
し
て
い
る
が
、
「
保
健
所
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
が
最
優
先
」
で
あ
り
、
ま
た
、

「
統
計
調
査
員
と
対
象
世
帯
の
方
と
の
長
時
間
の
接
触
は
好
ま
し
く
な
い
」
、
か
つ
、
「
結
果
精
度
の
確
保
等
の
観
点
か
ら
、

郵
送
調
査
へ
の
変
更
や
時
期
の
延
期
は
困
難
な
状
況
で
あ
る
こ
と
」
と
さ
れ
て
い
る
。 

 

ま
た
、
同
調
査
は
三
年
ご
と
に
大
規
模
調
査
が
あ
り
、
二
〇
二
〇
年
は
簡
易
調
査
の
年
で
あ
る
こ
と
も
理
由
と
さ
れ
て
い

る
。
し
か
し
、
「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
の
目
的
は
、
「
保
健
、
医
療
、
福
祉
、
年
金
、
所
得
等
国
民
生
活
の
基
礎
的
事
項
を

調
査
し
、
厚
生
労
働
行
政
の
企
画
及
び
運
営
に
必
要
な
基
礎
資
料
を
得
る
と
と
も
に
、
各
種
調
査
の
調
査
客
体
を
抽
出
す
る
た

め
の
親
標
本
を
設
定
す
る
こ
と
」
と
さ
れ
て
い
る
。 

 

関
連
し
て
以
下
質
問
す
る
。 

一 

国
民
生
活
基
礎
調
査
は
前
述
し
た
よ
う
に
「
厚
生
労
働
行
政
の
基
礎
資
料
」
と
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
そ
も
そ
も
基
礎
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的
な
統
計
資
料
の
重
大
性
を
ど
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
る
の
か
。 

二 
折
し
も
全
世
代
型
社
会
保
障
検
討
会
議
な
ど
、
社
会
保
障
全
般
の
議
論
の
さ
な
か
、
今
国
会
で
も
年
金
制
度
関
連
法
や
介

護
保
険
関
連
法
改
正
案
を
上
程
し
、
介
護
保
険
事
業
計
画
も
本
年
度
中
に
策
定
と
い
う
状
況
に
あ
る
。
こ
う
し
た
中
で
、
議

論
の
根
拠
資
料
を
得
る
た
め
の
基
本
調
査
を
「
中
止
」
す
る
と
い
う
判
断
に
至
っ
た
経
過
を
示
さ
れ
た
い
。 

三 

中
止
の
理
由
と
し
て
、
「
保
健
所
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
が
最
優
先
」
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、

社
会
保
障
統
計
年
報
に
よ
れ
ば
、
全
国
の
保
健
所
設
置
数
は
一
九
九
二
年
の
八
百
五
十
二
か
所
か
ら
二
〇
一
九
年
に
は
四
百

七
十
二
か
所
へ
と
半
数
以
下
に
減
っ
て
い
る
。
職
員
数
も
同
様
に
一
九
九
二
年
の
三
万
四
千
四
百
六
十
三
人
か
ら
二
〇
一
七

年
に
は
二
万
七
千
九
百
二
人
に
減
ら
さ
れ
、
公
衆
衛
生
の
専
門
医
師
の
不
在
、
保
健
師
の
欠
員
や
兼
務
の
多
さ
な
ど
、
そ
の

著
し
い
機
能
低
下
が
諸
方
面
か
ら
指
摘
さ
れ
て
い
る
。 

 
 

保
健
所
業
務
の
ひ
っ
迫
を
招
い
た
原
因
の
一
つ
は
、
こ
の
数
十
年
、
「
行
政
の
効
率
化
」
の
中
で
そ
の
数
と
機
能
を
大
幅

に
削
減
し
て
き
た
こ
と
に
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
政
府
と
し
て
ど
の
よ
う
に
受
け
止
め
、
改
善
を
図
る
の
か
。 

四 

公
衆
衛
生
を
担
う
保
健
所
の
機
能
低
下
と
い
う
実
態
を
招
き
な
が
ら
、
緊
急
事
態
が
発
生
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
平

常
業
務
と
し
て
の
国
民
生
活
基
礎
調
査
を
中
止
す
る
こ
と
は
、
行
政
側
の
一
方
的
な
都
合
で
あ
り
、
国
民
の
理
解
を
得
ら
れ
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な
い
の
で
は
な
い
か
。 

五 
今
後
想
定
さ
れ
る
第
二
波
、
第
三
波
に
よ
る
緊
急
時
に
、
保
健
所
の
機
能
を
十
分
に
果
た
す
た
め
に
は
、
日
常
か
ら
の
人

的
・
物
的
体
制
整
備
が
不
可
欠
で
あ
る
。
地
域
の
公
衆
衛
生
を
支
え
る
公
的
機
関
と
し
て
、
新
生
児
指
導
や
高
齢
者
の
健
康

増
進
な
ど
の
保
健
活
動
を
担
う
医
師
や
保
健
師
の
確
保
を
急
ぎ
、
保
健
所
機
能
の
強
化
を
図
る
べ
き
と
考
え
る
が
ど
う
か
。 

六 

消
費
者
物
価
指
数
の
も
と
に
な
る
、
総
務
省
「
小
売
物
価
統
計
調
査
」
は
調
査
員
に
よ
る
対
面
調
査
か
ら
一
部
を
電
話
調

査
に
変
更
し
て
実
施
さ
れ
る
。
ま
た
、
同
省
「
労
働
力
調
査
」
「
家
計
調
査
」
で
は
、
郵
送
を
可
と
し
た
。 

 
 

現
在
、
厚
生
労
働
省
が
科
研
費
補
助
金
事
業
や
委
託
調
査
事
業
等
で
調
査
・
研
究
を
委
託
し
て
い
る
機
関
は
相
当
数
あ
る

と
認
識
し
て
い
る
。
基
礎
的
な
統
計
資
料
に
空
白
を
作
っ
て
は
な
ら
な
い
。
初
め
か
ら
中
止
あ
り
き
で
は
な
く
、
保
健
所
に

替
わ
る
調
査
機
関
を
選
定
す
る
こ
と
は
十
分
可
能
と
考
え
る
が
ど
う
か
。 

 

右
質
問
す
る
。 


